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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第109期

第１四半期連結
累計期間

第110期
第１四半期連結
累計期間

第109期

会計期間

自平成29年
　１月１日
至平成29年
　３月31日

自平成30年
　１月１日
至平成30年
　３月31日

自平成29年
　１月１日
至平成29年
　12月31日

売上高 （百万円） 183,193 214,694 780,387

経常利益 （百万円） 17,711 32,777 63,962

親会社株主に帰属する四半期(当

期）純利益
（百万円） 14,553 24,751 33,470

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 16,928 15,489 59,167

純資産額 （百万円） 327,218 397,930 364,997

総資産額 （百万円） 941,008 1,017,934 1,024,727

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 102.11 172.86 234.84

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 33.3 37.5 34.0

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２　売上高には消費税等は含まれていない。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

４　１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式については、株式給付

信託（ＢＢＴ）が所有する当社株式を控除対象の自己株式に含めて算出している。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容の変更と主要な関

係会社の異動の状況は概ね次のとおりである。

 

　(1) 石油化学

　　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はない。

 

　(2) 化学品

　　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はない。

 

　(3) エレクトロニクス

　　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はない。

 

　(4) 無機

　　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はない。

 

　(5) アルミニウム

　　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はない。

 

　(6) その他

　　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

 

２【経営上の重要な契約等】

 　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３【財政状態及び経営成績の状況の分析】

(1)業績の概況

　当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、好調な雇用環境を背景に個人消費は持ち直しの動きが見られ、また、

好調な輸出を背景に生産は増加し企業収益は改善が続くなど、景気は緩やかな回復基調が続いた。一方、対米ドル円

レートは米国通商政策への懸念等から円高が進み景気の懸念材料となっている。

　海外経済は、米国では景気の回復が続き、欧州も緩やかに回復した。中国では景気の持ち直しの動きが見られ、Ａ

ＳＥＡＮ諸国でも緩やかな景気改善の動きが見られた。ロシア、ブラジル等の資源国・新興国は、景気は底を打ち改

善の兆しが見られた。

 

　石油化学業界においては、エチレン及び誘導品の国内生産は、中国など東アジアの旺盛な需要を背景に高稼働が続

いた。電子部品・材料業界は、ＰＣの出荷は前年同四半期連結累計期間並みに推移したが、半導体・ディスプレイの

生産は国内外で増加した。

 

　このような情勢下、当社グループは最終年となった連結中期経営計画「Project 2020＋」の目標完遂に注力し、当

社グループの持続的成長に向け、「個性派事業」の拡大・強化を図ると共に、事業構造の変革を進め収益基盤の強靭

化を推進し、企業価値の向上を図っていく。

 

　当第１四半期連結累計期間の連結営業成績については、売上高は、石油化学セグメントはエチレン生産設備の大型

定期修理に伴う減産により減収となり、エレクトロニクスセグメントは好調であった前年同四半期連結累計期間に比

しハードディスクのＰＣ向け数量減により減収となった。一方、無機セグメントは前年下期に実施した黒鉛電極事業

の統合効果の顕現と市況の上昇等により大幅に増収となり、化学品、アルミニウム、その他、の３セグメントも主に

数量増により増収となり、総じて2,146億94百万円（前年同四半期連結累計期間比17.2%増）となった。

　営業利益は、石油化学、エレクトロニクス、アルミニウムの３セグメントは減益となったが、無機セグメントは黒

鉛電極事業の事業統合効果と市況の上昇等により大幅に増益となり、化学品、その他、の２セグメントも増益とな

り、総じて343億88百万円（同74.6%増）となった。これを受け、経常利益は327億77百万円（同85.1%増）となった。

　これにより親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同四半期連結累計期間に比べ法人税等は増加したものの、

247億51百万円（同70.1%増）となった。

 

(2)セグメントの状況

（石油化学）

当セグメントでは、当第１四半期連結累計期間のエチレン、プロピレンの生産は、４年に１度実施するエチレン

生産設備の定期修理（３月初旬～４月下旬）の影響により前年同四半期連結累計期間に比べ減少した。

オレフィン事業は、これによる販売量の減少で減収となった。有機化学品事業は、定期修理の影響はあったもの

の酢酸エチル、酢酸ビニル等の市況が改善し増収となった。

この結果、当セグメントの売上高は537億88百万円（前年同四半期連結累計期間比16.7%減）となり、営業利益は

33億48百万円（同68.3%減）となった。

 

（化学品）

当セグメントでは、当第１四半期連結累計期間の液化アンモニアの生産は前年同四半期連結累計期間に比べ増加

し、電子材料用高純度ガスの生産も増加した。

基礎化学品事業は、液化アンモニアは前年同四半期連結累計期間並みとなったが、アクリロニトリルは市況が上

昇し、クロロプレンゴムは米国向け等輸出が堅調に推移し、それぞれ増収となった。機能性化学品事業は、原料価格

上昇を受けた販売価格の上昇により増収となった。情報電子化学品事業は、半導体・ディスプレイ業界の増産に伴い

電子材料用高純度ガスの出荷が増加し増収となった。産業ガス事業は小幅に増収となった。

この結果、当セグメントの売上高は360億19百万円（前年同四半期連結累計期間比8.0%増）となり、営業利益は36

億24百万円（同15.7%増）となった。
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（エレクトロニクス）

当セグメントでは、当第１四半期連結累計期間のハードディスクの生産は、好調であった前年同四半期連結累計

期間に比べＰＣ向け出荷が軟調に推移しモバイル用メディアを中心に減少した。

ハードディスク事業はこれによる販売数量減により減収となった。レアアース磁石合金・化合物半導体は数量増

により増収となった。リチウムイオン電池材料事業は、中国向け出荷が増加し増収となった。

この結果、当セグメントの売上高は277億34百万円(前年同四半期連結累計期間比6.5%減)となり、営業利益は28億

59百万円（同52.5%減）となった。

 

（無機）

当セグメントでは、当第１四半期連結累計期間の黒鉛電極の生産は、顧客である電炉鋼業界の改善を受け前年同

四半期連結累計期間に比べ増加した。

黒鉛電極事業は、需給逼迫に伴う販売価格の上昇に加え、前年下期の昭和電工カーボン・ホールディングＧｍｂ

Ｈの連結子会社化により大幅増収となった。セラミックス事業は研削材、電子材料向けファインセラミックスの出荷

は増加したが、汎用アルミナの数量減により減収となった。

この結果、当セグメントの売上高は514億13百万円（前年同四半期連結累計期間比292.9%増）となり、営業利益は

248億86百万円（同249億65百万円増益）となった。

 

（アルミニウム）

当セグメントでは、当第１四半期連結累計期間のアルミ電解コンデンサー用高純度箔の生産は前年同四半期連結

累計期間に比べ増加した。

アルミ圧延品事業は産業機器・車載向けにアルミ電解コンデンサー用高純度箔の出荷が増加し増収となった。ア

ルミ機能部材事業は産業機器・自動車部材向け出荷増等により増収となった。アルミ缶事業は国内向けの数量減によ

り小幅減収となった。

この結果、当セグメントの売上高は248億39百万円（前年同四半期連結累計期間比5.3%増）となったが、営業利益

は地金価格上昇等の影響を受け13億15百万円（同14.0%減）となった。

 

（その他）

当セグメントでは、主に昭光通商㈱の増収により売上高は343億42百万円（前年同四半期連結累計期間比7.3%増）

となり、営業利益は8億41百万円（同315.4%増）となった。

 

(3)連結財政状態に関する定性的情報

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金、棚卸資産等は増加したものの営業債権、固定資産等は

減少し、前連結会計年度末比67億93百万円減少し１兆179億34百万円となった。負債合計は、有利子負債（借入金、

コマーシャル・ペーパー及び社債）の減少等により前連結会計年度末比397億26百万円減少の6,200億4百万円となっ

た。当第１四半期連結会計期間末の純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上や、自己株式の処分によ

る資本剰余金の増加等により、前連結会計年度末比329億33百万円増加の3,979億30百万円となった。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　（当社グループの対処すべき課題）

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの対処すべき課題について重要な変更はない。

 

(5)研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、49億30百万円である。なお、当第１四

半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 330,000,000

計 330,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類

第１四半期会計期間末
現在発行数(株)

（平成30年３月31日）

提出日現在
発行数(株)

（平成30年５月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 149,711,292 149,711,292
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株である。

計 149,711,292 149,711,292 ― ―

 
 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項なし。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成30年１月１日～

平成30年３月31日
― 149,711,292 ― 140,564 ― 25,139

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日である平成29年12月31日の株主名簿により記載している。

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式 6,896,600
―

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

（相互保有株式）

普通株式    10,000
― 同上

完全議決権株式（その他）
普通株式

142,475,600
1,424,756 同上

単元未満株式
普通株式

   329,092
―

同上

１単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 149,711,292 ― ―

総株主の議決権 ― 1,424,756 ―

（注）１　証券保管振替機構名義の株式が、「完全議決権株式（その他）」に1,700株（議決権17個）、「単元未満株

式」に60株含まれている。

２　「単元未満株式」には、当社所有の自己保有株式45株並びに高分子商事株式会社所有の相互保有株式25株及

びプラス産業株式会社所有の相互保有株式50株が含まれている。

３　「完全議決権株式（その他）」には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式290,900株（議決権の数

2,909個）が含まれている。

４　当社は、平成30年３月６日開催の取締役会において、海外募集による自己保有株式6,000,000株の処分を決

議し、平成30年３月22日に払込が完了している。

 

②【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

昭和電工株式会社

東京都港区芝大門一丁

目13番９号
6,896,600 ― 6,896,600 4.61

（相互保有株式）

高分子商事株式会社

大阪市北区天満一丁目

５番22号
9,600 ― 9,600 0.01

（相互保有株式）

プラス産業株式会社

大阪市北区天満一丁目

19番４号
400 ― 400 0.00

計 ― 6,906,600 ― 6,906,600 4.61

（注）１　株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式290,900株については、上記の自己株式等には含まれていな

い。

２　当社は、平成30年３月６日開催の取締役会において、海外募集による自己保有株式6,000,000株の処分を決

議し、平成30年３月22日に払込が完了している。

 

２【役員の状況】

該当事項なし。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成している。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年１月１日から平

成30年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 77,248 82,745

受取手形及び売掛金 ※２,※３ 176,021 ※２,※３ 162,869

商品及び製品 54,903 59,597

仕掛品 15,829 18,921

原材料及び貯蔵品 44,181 47,233

その他 ※２ 40,009 ※２ 39,548

貸倒引当金 △2,849 △2,701

流動資産合計 405,341 408,211

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 85,547 84,299

機械装置及び運搬具（純額） 151,634 147,829

土地 245,062 244,909

その他（純額） 23,657 23,581

有形固定資産合計 505,900 500,617

無形固定資産   

その他 12,432 13,137

無形固定資産合計 12,432 13,137

投資その他の資産   

投資有価証券 89,167 86,692

その他 22,117 18,992

貸倒引当金 △10,229 △9,715

投資その他の資産合計 101,054 95,969

固定資産合計 619,386 609,723

資産合計 1,024,727 1,017,934
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※３ 120,762 ※３ 120,764

短期借入金 86,699 80,897

1年内返済予定の長期借入金 57,432 39,162

コマーシャル・ペーパー 5,000 18,000

引当金 7,234 9,882

その他 96,538 73,546

流動負債合計 373,666 342,251

固定負債   

社債 42,000 42,000

長期借入金 155,594 149,894

引当金 6,427 6,379

退職給付に係る負債 18,966 17,757

その他 63,076 61,723

固定負債合計 286,064 277,753

負債合計 659,730 620,004

純資産の部   

株主資本   

資本金 140,564 140,564

資本剰余金 61,663 78,911

利益剰余金 96,142 113,762

自己株式 △10,503 △1,652

株主資本合計 287,866 331,585

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 16,547 15,047

繰延ヘッジ損益 3,781 1,362

土地再評価差額金 29,541 29,532

為替換算調整勘定 15,452 8,447

退職給付に係る調整累計額 △4,716 △4,299

その他の包括利益累計額合計 60,606 50,088

非支配株主持分 16,524 16,257

純資産合計 364,997 397,930

負債純資産合計 1,024,727 1,017,934
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 183,193 214,694

売上原価 140,507 155,140

売上総利益 42,685 59,553

販売費及び一般管理費 22,987 25,165

営業利益 19,698 34,388

営業外収益   

受取利息 181 166

受取配当金 237 347

持分法による投資利益 1,633 563

貸倒引当金戻入額 － 524

雑収入 757 777

営業外収益合計 2,807 2,377

営業外費用   

支払利息 707 812

為替差損 3,011 2,351

雑支出 1,078 825

営業外費用合計 4,795 3,988

経常利益 17,711 32,777

特別利益   

固定資産売却益 24 29

投資有価証券売却益 165 －

その他 4 0

特別利益合計 192 30

特別損失   

固定資産除売却損 649 718

その他 986 179

特別損失合計 1,635 897

税金等調整前四半期純利益 16,268 31,910

法人税等 1,310 5,748

四半期純利益 14,958 26,162

非支配株主に帰属する四半期純利益 405 1,410

親会社株主に帰属する四半期純利益 14,553 24,751
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年３月31日)

四半期純利益 14,958 26,162

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,700 △1,523

繰延ヘッジ損益 1,548 △2,420

為替換算調整勘定 △2,589 △7,153

退職給付に係る調整額 326 420

持分法適用会社に対する持分相当額 △14 4

その他の包括利益合計 1,971 △10,672

四半期包括利益 16,928 15,489

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 16,514 14,243

非支配株主に係る四半期包括利益 415 1,247
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　　　該当事項なし。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

　関係会社等の銀行借入金等に対する保証債務

前連結会計年度
（平成29年12月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成30年３月31日）

Ｆ２ケミカルズ 630百万円 Ｆ２ケミカルズ 617百万円

その他 879 その他 808

計 1,509 計 1,425

 

※２　手形債権の流動化

前連結会計年度（平成29年12月31日）

　当社及び一部の連結子会社は、手形債権の流動化を行った。このため、受取手形は6,331百万円減少

し、資金化していない部分2,773百万円は、流動資産の「その他」に計上している。

 

当第１四半期連結会計期間（平成30年３月31日）

　当社及び一部の連結子会社は、手形債権の流動化を行った。このため、受取手形は4,350百万円減少

し、資金化していない部分2,517百万円は、流動資産の「その他」に計上している。

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理

　前連結会計年度末日及び当第１四半期連結会計期間末日は、銀行休業日であったが、期末日満期手形を

満期日に決済が行われたものとして処理している。

　なお、会計期間末日の満期手形は次のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成29年12月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年３月31日）

受取手形 938百万円 1,330百万円

支払手形 891 1,014
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額及び負の

のれんの償却額は、次のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成30年１月１日
至 平成30年３月31日）

減価償却費 9,318百万円 10,038百万円

負ののれんの償却額 △2 △4

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年３月31日）

１　配当に関する事項

（１）配当金支払額

該当事項なし。

 

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項なし。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年３月31日）

１　配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年３月29日

定時株主総会
普通株式 7,141 50 平成29年12月31日 平成30年３月30日 利益剰余金

（注）　「配当金の総額」には株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式（平成29年12月31日基準日：290,900株）

に対する配当金15百万円が含まれている。

 

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項なし。

２　株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成30年３月６日開催の取締役会決議に基づき、平成30年３月22日を払込期日とした海外募集

による自己株式の処分を行った。

この取引等により、当第１四半期連結累計期間において、資本剰余金が17,248百万円増加し、自己株式

が8,851百万円減少した。当第１四半期連結会計期間末において、資本剰余金は78,911百万円、自己株式

は1,652百万円となっている。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成29年１月１日　至　平成29年３月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

(注)

四半期連結

損益計算書

計上額
 石油化学 化学品

エレクト

ロニクス
無機

アルミ

ニウム
その他 計

売上高          

外部顧客への売

上高
62,409 29,124 28,973 11,003 21,520 30,163 183,193 － 183,193

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

2,196 4,225 701 2,082 2,064 1,853 13,121 △13,121 －

計 64,605 33,349 29,674 13,085 23,584 32,017 196,314 △13,121 183,193

セグメント損益　

（営業損益）
10,564 3,133 6,013 △80 1,529 202 21,362 △1,663 19,698

　　　　　（注）セグメント損益の調整額△1,663百万円には、セグメント間取引消去34百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△1,697百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない全

社共通研究開発費である。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　重要な減損損失を認識していない。また、のれん等の金額に重要な影響を及ぼす事象は生じていない。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成30年１月１日　至　平成30年３月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

(注)

四半期連結

損益計算書

計上額
 石油化学 化学品

エレクト

ロニクス
無機

アルミ

ニウム
その他 計

売上高          

外部顧客への売

上高
51,487 31,929 27,301 49,517 22,647 31,813 214,694 － 214,694

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

2,301 4,089 433 1,896 2,192 2,529 13,440 △13,440 －

計 53,788 36,019 27,734 51,413 24,839 34,342 228,134 △13,440 214,694

セグメント損益　

（営業損益）
3,348 3,624 2,859 24,886 1,315 841 36,873 △2,485 34,388

　　　　　（注）セグメント損益の調整額△2,485百万円には、セグメント間取引消去38百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△2,523百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない全

社共通研究開発費である。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　重要な減損損失を認識していない。また、のれん等の金額に重要な影響を及ぼす事象は生じていない。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 102円11銭 172円86銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
14,553 24,751

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
14,553 24,751

普通株式の期中平均株式数（千株） 142,518 143,183

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　　　　２　普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に、株式給付信託（ＢＢＴ）が所有する当社株

式を含めている（前第１四半期連結累計期間300千株、当第１四半期連結累計期間291千株）。

 

２【その他】

該当事項なし。

EDINET提出書類

昭和電工株式会社(E00751)

四半期報告書

16/18



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年５月15日

昭和電工株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宍　戸　通　孝　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 櫻　井　紀　彰　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 切　替　丈　晴　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている昭和電工株式会
社の平成30年１月１日から平成30年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年１月１日から平成
30年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、昭和電工株式会社及び連結子会社の平成30年３月31日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要
な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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